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●北海道における洋上風力発電基地港湾形成に向けた情報交換会を開催しました。 

（北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課） 

 

●北海道で初めての開催！苫小牧港カーボンニュートラルポート検討会 

（北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課） 

（苫小牧港管理組合 総務部 港湾政策室 政策推進課） 

 

●基幹的広域防災拠点においてヘリコプター夜間離着陸訓練を実施しました 

（関東地方整備局 港湾空港部） 

●令和３年度阪神港セミナーを開催 

（近畿地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・物流企画室） 

 

●農産物等の輸送促進に向けた海上混載輸送試験を実施 

（近畿地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・物流企画室） 

 

●瀬戸内海クルーズの更なる振興を目指して！ ～瀬戸内海クルーズ推進会議を開催～ 

                               瀬戸内海クルーズ推進会議 事務局 

（近畿・四国・中国・九州地方整備局 港湾空港部）  
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岸田内閣の重要施策とし「成長と分配の好循環による新しい資本主義」への転換がある。 

「成長戦略」のデジタル、気候変動、経済安全保障、科学技術・イノベーションなどと、「分配戦略」の

賃上げ、人への投資、未来を担う次世代の中間層の維持とした取り組みを戦略的に推し進めて、資本

主義がもたらす便益を最大化するとしている。 

最近、たびたびマスコミなどで扱われるようになった先進各国の年間平均賃金の比較であるが、この

３０年間、我が国は、ほぼ横ばい状態で推移し、賃金は上がっていないことに比べ、他の先進国は大幅

に上昇している。 

日本の多くの人たちは、自分たちの賃金が上がっていないこと承知しているが、他の先進国と比較し

たグラフを示されるとその違いがあからさまであり、なぜという思いは当然湧いてくると思う。 

所謂、この３０年間、分配が無かったということを意味している。 

なぜ我が国の賃金は、上がらなかったのだろうか。 

一般的に言われていることは、雇用の違いであり、欧米では、賃金の高いところに転職をするこという

ことはよくあるようで、その代わり解雇というリスクも大きい。 

一方、我が国は、終身雇用が基本となってこれまで来ており、雇用を維持するために賃金を抑制して

きている。 

我が国の失業率が、他の先進国に比べて圧倒的に低くなっていることは、その表れではないだろうか。 

また、低い生産性による国際競争力の低迷も賃金の分配が行なえない要因となっているようだ。 

転職と終身雇用のどちらが良いのかは、個人の判断になるが、やはり分配はあった方がよい。 

ここにきて、一斉に食品を始めとした多くのもが価格上昇をはじめている。 

原材料の高騰によるものであるが、労働者の賃金アップに繋がるものではなく、支出だけが増えて所

得の目減り感だけが残ることとなる。 

これにより、一段と消費の低迷へとマイナス循環に陥る恐れがある。 

岸田首相は、経営者に対して３％の可処分所得の引き上げの要請を行っており、最低賃金の見直し

にも取り組むとしている。 

是非、これらの取り組みにより、「成長と分配の好循環」に繋がる一年になるよう期待したい。  
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●北海道における洋上風力発電基地港湾形成に向けた情報交換会を開催しました。 

 

（北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課） 

 

２０５０年「ゼロカーボン北海道」実現の柱となる洋上風力発電施設の導入を促進するため、北海道

における海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾（基地港湾）形成に向けた港湾管理者、発電

事業者、関係行政機関による「北海道における洋上風力発電の基地港湾形成に向けた情報交換会」を

北海道開発局主催にて、1月14日(金)に開催しました。 

当日の情報交換会は対面とweb併用により開催し、９港湾管理者、８発電事業者を含む約６０名が参

加しました。 

情報交換会では、まず国土交通省港湾局海洋・環境課、椋平課長補佐より洋上風力における基地

港湾制度の概要・現況について報告をいただきました。 

次に、港湾管理者より洋上風力発電資機材の取扱いが可能と想定される岸壁・ヤード状況等につい

て報告をいただき、最後に発電事業者より洋上風力発電の設置を希望・想定する海域・場所、発電量

や利用を希望する港湾、港湾施設の要求スペック等について報告をいただきました。 

発電事業者の発表は機密が含まれることから、情報交換会の内容は非公表となりますが、今回の情

報交換会を足がかりに、港湾管理者と発電事業者の議論が深まり、今後の北海道における洋上風力

基地港湾形成が促進されることを期待します。 

 

 

 

 

 

テープカット時の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報交換会の様子（対面・web併用）  



 

●北海道で初めての開催！苫小牧港カーボンニュートラルポート検討会 

 

(北海道開発局 港湾空港部 港湾計画課) 

    （苫小牧港管理組合 総務部 港湾政策室 政策推進課） 

 

令和４年１月２４日（月）、北海道開発局と苫小牧港管理組合は共同で事務局を運営し、「第１回苫小

牧港カーボンニュートラルポート検討会」を開催しました。新型コロナウイルス感染症拡大防止のためＷ

ＥＢ方式にて実施し、３０の関係団体、民間事業者及び関係行政機関等の皆様に参加いただきました。   

はじめに、苫小牧港管理組合管理者である岩倉博文苫小牧市長より、「道内の港湾では初めての動

きとなるため重要な検討会になると考えており、皆様とともに、しっかりとＣＮＰ形成計画策定のための

検討会にしたい。」と、開会の挨拶がありました。続いて事務局より検討会の開催趣旨と開催要領が説

明されました。 

また、西園北海道開発局港湾空港部港湾計画課長より、「国土交通省におけるカーボンニュートラル

ポート形成に向けた取組について」の説明があり、引き続き、苫小牧市産業経済部港湾・企業振興課の

力山課長より、現在進められている苫小牧市をフィールドとしたＮＥＤＯ事業の取り組みについて紹介が

ありました。 

議事の最後に事務局より、今後の進め方として、苫小牧港ＣＮＰ形成計画の策定時期について、今

回を含め、検討会を５回程度開催した上で、令和５年３月策定を目指すこと、計画策定後は進捗管理等

の計画のフォローアップを実施する予定であることの説明とあわせて、参加する皆様へ今後のヒアリン

グ・アンケートへのご協力や、検討会における積極的なご意見、ご発言への協力のお願いがありました。 

終わりに、魚住北海道開発局港湾空港部長（代理：西園港湾計画課長）より、「北海道開発局も港湾

管理者によるＣＮＰ形成計画の策定をしっかりとサポートしていきたい。」との挨拶で閉会しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開会ご挨拶（岩倉苫小牧市長） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●基幹的広域防災拠点においてヘリコプター夜間離着陸訓練を実施しました 

 

（関東地方整備局 港湾空港部） 

 

２月３日（木）、川崎市にある東扇島地区基幹的広域防災拠点（以下、「東扇島防災拠点」という。）に

おいて、首都直下地震を想定したヘリコプター夜間離着陸訓練を実施しました。 

本訓練は、東扇島防災拠点に所在するヘリポートを利用し、夜間での離発着を行うことで、緊急物資

や人員の輸送に重要な役割を果たす各関係機関のヘリコプターの災害対応能力向上を目的として行

われ、５機関１団体が参加しました。 

例年、東扇島防災拠点の応急復旧並びに緊急物資輸送活動体制の構築にかかる必要な情報の収

集及び伝達方法について検証を行う管理運営訓練を併せて実施していますが、新型コロナウイルスの

感染拡大により、今年度はヘリコプターの離着陸訓練のみ実施となりました。 

今回の訓練では、船舶による活動要員参集訓練や、ヘリポートを２４時間体制で運用することを想定

した航空灯火設置訓練、関係機関のヘリコプターによる夜間離着陸訓練を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●令和３年度阪神港セミナーを開催 

 

（近畿地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・物流企画室） 

 

阪神国際港湾戦略事務局ポートセールス部会（阪神国際港湾株式会社、近畿地方整備局、神戸市

港湾局、大阪港湾局で構成）は、国際コンテナ戦略港湾である「阪神港」を広く発信し、利用を促進する

ためのポートセールスの一環として「令和３年度阪神港セミナー」を令和３年１２月１６日（木）に神戸市

内で開催し、オンラインでも同時配信を行いました。 

セミナーでは近畿地方整備局から『これまでの国際コンテナ戦略港湾施策の取組状況や脱炭素の取

組状況』を、阪神国際港湾株式会社から『荷主・物流事業者向けの集荷支援事業の取組状況』をそれ

ぞれ紹介し、近年関心の高まっている環境問題への取組として、丸紅株式会社から『関西圏の水素需

給見通しとカーボンニュートラルポート形成に向けた調査概要』について講演をいただきました。 

当日は会場で６２名、オンラインで１６２名の合計２２４名に参加いただきましたが、今後も阪神港の

認知度を高めるため様々な取組状況を積極的に発信し、阪神港の積極的な活用を呼びかけていきま

す。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２年ぶりに実地開催となった会場の様子 



 

●農産物等の輸送促進に向けた海上混載輸送試験を実施 

 

（近畿地方整備局 港湾空港部 クルーズ振興・物流企画室） 

 

近畿地方整備局では、従来航空機で輸送を行っていた、温度・衛生管理の必要な小口の農産物等を

対象にした海上輸送の実証試験等を通じて、阪神港を利用した農産物等の輸出促進に取り組んでいま

す。 

この度、通年で安定した物量が輸出されている大口貨物と、単独では十分な物流が確保できず輸出

されにくくなっている小口貨物とを混載し、小口貨物の梱包方法の有効性や安定的な輸出の可能性等

を検証する実証試験を令和３年１２月１７日（金）（以下、第１回試験）と令和４年１月１４日（金）（以下、

第２回試験）にそれぞれ実施しました。 

第１回試験では大阪港から香港港に向けて、香港でニーズの高い「みかん、メロン、キウイ、シャイン

マスカット、柿」といった小口貨物と大口貨物である「リンゴ」を１本のコンテナに混載して輸出し、第２回

試験では輸出港を大阪港から神戸港へ変更し、小口貨物に「イチゴ」を追加して実施しました。  

今後、計測した輸送中の温度・湿度・衝撃・輸送後の品質変化・リードタイム・コスト等の分析を行い、

今回の輸送試験により海上小口混載輸送の有効性が確認されれば、航空輸送に比べ低コストでの輸

出が可能となり、コールドチェーン確保の施設整備を併せることで、我が国全体の農産物等の輸出拡大

が期待できます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●瀬戸内海クルーズの更なる振興を目指して！ ～瀬戸内海クルーズ推進会議を開催～ 

 

                               瀬戸内海クルーズ推進会議 事務局 

（近畿・四国・中国・九州地方整備局 港湾空港部）  

 

瀬戸内海クルーズ推進会議では、瀬戸内海クルーズの再興に向けた取り組みとして、昨年11 月の

クルーズ船誘致活動、12月の瀬戸内探検クルーズセミナーに続いて、令和4年1月28日に全体会議（第

6回）をオンライン形式で開催しました。 

 会議には、同推進会議の構成員等、約100名（近畿、四国、中国、九州地区より瀬戸内海沿岸の自

治体、民間団体等）が参加し、クルーズを巡る最近の情勢等について情報交換を行いました。 

本全体会議では、推進会議における活動報告や今後の取組みの他、国土交通本省港湾局より最近

のクルーズの動向、(一財) みなと総合研究財団からの海外の旅客ターミナル等における新型コロナウ

イルス感染症対策、JR西日本（株）デジタルソリューション本部から観光型MaaS「setowa」の取組み、

（一社）日本プロジェクト産業協議会から瀬戸内クルーズネットワーク構想、本州四国連絡高速道路(株)

から本四高速の地域連携への取組みについて説明が行われました。また、山口県からクルーズ船の主

要寄港地や観光先における感染症対策、クルーズセミナーを通じた住民理解及び市場醸成への取組

みについて紹介がありました。 

 瀬戸内海クルーズ推進会議としては、１日も早いクルーズの再興を願い、クルーズ振興に向けた取

組みを継続して参ります。 

 

○瀬戸内クルーズHP ：   https://setouchi-cruise.uminet.jp/ 
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日本港湾振興団体連合会事務局  
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瀬戸内海クルーズ推進会議 第6回全体会議 開催状況 
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